入札説明書別添２

建設労働者雇用支援事業に係る仕様書
　平成３０年度における建設労働者雇用支援事業の内容及びその範囲、実施方法等については、本仕様書によるものとする。技術提案書の作成にあたっては事業の効果的な実施のため、事業内容ごとに具体的な提案内容、実施方法、人員体制、年間事業スケジュール及び提案の裏付けとなる実績や根拠を全て記載すること。また、本事業にかかる事業費を積算するにあたっては、下記４（１）と４（２）に分けた上で、各事業において要する金額を積算すること。
１　事業実施期間：　平成３０年４月２日(予定)から平成３１年３月２９日まで

２　事業実施地域：　４７都道府県

３　事業の趣旨

建設分野においては事務処理能力の乏しい零細な事業主が多く、また、実際の建設工事が複雑な下請関係のもとに施工されること等に起因して、雇用関係や労働条件が不明確な状況にある。また、高齢化の進展が著しく（５５歳以上の高齢層が約３４％なのに対して、２９歳以下の若年層は約１１%）、職場における労働者の年代ギャップが拡大しており、特に入職して間もない若者とのコミュニケーションの取り方や、職人として１人前になるまでのモチベーションを維持させることが難しいという声も多いなど、他産業に比べ雇用管理面での課題が多く存在している。
また、生産年齢人口の減少が進む中、建設業は、新規高校卒の３年以内の離職率が他産業より高いこともあり、次世代の担い手確保が最も重要な課題の一つとなっている。
なお、若年者の入職が伸び悩む背景には、生徒側が知りたい企業情報と建設分野における事業主が伝えたい企業情報との間に情報のミスマッチが生じており、学生側が就職先の候補から建設業を外すという要因もある。
こうした中、建設労働者の雇用の改善等に関する法律（以下「建設労働者雇用改善法」とする）においては、建設分野において適切な雇用管理が行われるよう、事業主に対して雇用管理責任者の選任を義務付け、さらに雇用管理に必要な知識の習得及び向上を図るよう規定することで、雇用管理責任者が職場内における雇用管理・人材育成を進める旗振り役として活躍することを期待している。

しかし、零細な事業主の多い建設業においては、事業主自らが当該研修を企画・実施することは難しい状況にある。

このため、国において労働者の募集、雇い入れ、配置から退職に至るまでの雇用管理に必要な知識の習得及び向上を目的とした雇用管理研修を全国で実施するとともに、建設労働者の雇用維持のため建設労働者雇用改善法に基づく建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業の実施を検討する建設事業主や建設事業主団体等に対する同制度の適切な理解促進及び手続き等に係る講習会、さらには現場見学会や意見交換会等といった企業と生徒がつながる機会を提供する事業（以下、「つなぐ化」事業という。）を実施する。
これらにより建設業において魅力ある職場の理解促進とその担い手（＝雇用管理責任者）の育成及び若年者の建設業への入職を促進するものである。
４　事業の内容
受託者は、次に掲げる各事業内容について実施するものとする。また、業務の遂行にあたっては、事業が円滑に進められるよう、逐次、建設・港湾対策室と協議しながら実施すること。
（１）研修・講習等にかかる事業について
ア　研修・講習実施計画の策定
雇用管理研修（基礎講習、コミュニケーションスキル等向上コース）、職業紹介責任者講習会及び雇用管理責任者講習については、実施計画（カリキュラム、開催時期・地域）をそれぞれ策定して実施するものとする。
なお、実施計画を策定するにあたっては、それぞれ下記ウ及びエを参照すること。
イ　研修・講習等にかかる事業の周知・受講者募集等の実施

（ｱ）周知・募集用ホームページの作成

契約締結後３週間以内に、下記ウからオの事業内容を受託者のホームページに掲載するとともに、下記ウの雇用管理研修に係る開催日時・場所・カリキュラムが決まり次第速やかに掲載し、当該ホームページから受講の申込みが可能となるよう整備すること。
（ｲ）周知用リーフレット等の作成・配布
上記アを踏まえ、効果的な周知が図られるよう、決定した雇用管理研修等の開催日時・場所等を盛り込んだリーフレット等を作成・配布すること。
なお、リーフレット等のデザイン等、配布先については厚生労働省と協議の上決定すること。また、平成３０年９月末日までに開催する研修の周知用リーフレットは６月末日までに作成・配布すること。その際、各都道府県労働局・ハローワーク・地方整備局・都道府県庁などの関係行政機関にも配置を依頼すること。
（ｳ）積極的な受講を促す取組の実施

零細事業主が多く労務管理専任の職員が少ない建設業においては、ホームページやリーフレット等による周知だけではなく、より積極的な受講を促す取組が必要であるため、各都道府県の建設事業主団体など会員に建設事業主を多く抱える団体等に対して会員企業への周知と積極的な参加について協力を依頼するほか、当該団体に所属していない企業に対しては、可能な限り周知・参加勧奨に努めること。
（ｴ）「つなぐ化」事業の周知及び参加者の募集

下記ウからオの参加企業に対して、下記（２）の「つなぐ化」事業の概要及び若年者の入職促進の意義等について周知の上、事業参加を促すこと。
ウ　雇用管理研修の実施
建設労働者雇用改善法に定める雇用管理責任者等を対象として、労働者の募集、雇い入れ、配置から退職に至るまでの雇用管理に必要な知識の習得を目的とした雇用管理研修を無料で開催する。
（ｱ）雇用管理研修（基礎講習）
① 目的

雇用管理上必要な関係法令や各種制度に関する基礎的な知識の習得及び向上を図る（講義方式等）。
② 開催地、開催回数及び受講者数
４７都道府県において企業の数や集積状況等を踏まえながら、各２回以上開催すること。また、各都道府県において原則２カ所以上の複数地域で開催すること。また、受講者数は、研修１回あたり概ね２５人以上１００人以内となるようにすること。
なお、開催時期・地域については、各都道府県の主要な建設事業主団体の意見を聴取し、これを踏まえて調整するものとする。

③ 研修内容
研修の内容については、別紙１「雇用管理研修（基礎講習）カリキュラム」を基にするとともに、選択科目の選定及び特に重点的に研修すべき項目について、国土交通省や元請事業主及び下請事業主をそれぞれ代表する主要な建設事業主団体の意見を聴取し、これを踏まえたものとする。
なお、地域によって、講師や教材・内容が異なってもよいが、技術的内容はもとより魅力ある職場づくりの担い手としての意識の高揚が図られるよう、全国均質な水準を確保すること。また、事業の実施にあたっては、演習、雇用管理制度の導入事例の紹介・報告や修了テストの実施など、積極的に参加する研修となるよう工夫すること。
（ｲ）雇用管理研修（コミュニケーションスキル等向上コース）

① 目的
高齢化により年齢差が拡大し、相談しやすい若手先輩職員が少ない建設業の職場において、若年労働者と熟練労働者が円滑なコミュニケーションを取りながら働くことのできる環境づくりの手法や、技術や技能を習得する前に離職する若者の多い建設業の職場におけるモチベーション維持向上の手法を習得する（講義＋グループワーク等）。
② 開催地、開催回数及び受講者数

４７都道府県において企業の数や集積状況等を踏まえながら、各１回以上（東京都及び政令指定都市を有する道府県では各２回以上）開催すること。また、受講者数は、提案する内容を効果的に実施できる適切な人数とすること。
なお、開催時期・地域については、各都道府県の主要な建設事業主団体の意見を聴取し、これを踏まえて調整するものとする。

③ 研修内容

研修の内容については、上記①を踏まえた上で、２０歳代の若手先輩職人がいない建設業の職場を想定し、職場内の円滑なコミュニケーションの取り方、新入社員のモチベーションを維持向上させるための手法について、理論及び事例を講義するとともに、受講者間のグループワーク（又はロールプレイング等）で理解を深めるものとする。
なお、研修時間は半日以上（３時間以上）とする。
エ　職業紹介責任者講習会、雇用管理責任者講習の実施

（ｱ）目的
建設労働者雇用改善法に基づく建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業の導入と適正な運営等を確保するため、職業紹介責任者講習会及び雇用管理責任者講習を無料で開催する。

（ｲ）開催地及び開催回数
平成３０年度においては、以下のとおり開催すること。
なお、新規に許可を希望する事業主団体から講習会の開催を求められた場合には、建設・港湾対策室に報告すること。
① 職業紹介責任者講習会
開催時期・地域については、講習会の開催を希望する既存の許可団体（開催地域想定：宮城県、沖縄県）及び新規に建設業務有料職業紹介事業の許可を希望する団体の意見を聴取し、これを踏まえて調整するものとする。また、開催回数については年間４回程度を想定すること。
② 雇用管理責任者講習

開催時期・地域については、講習会の開催を希望する既存の許可団体（開催地域想定：北海道、宮城県、東京都、大阪府、沖縄県）及び新規に建設業務労働者就業機会確保事業の許可を希望する団体の意見を聴取し、これを踏まえて調整するものとする。また、開催回数については年間８回程度を想定すること。
（ｳ）受講対象者

①職業紹介責任者講習会
職業紹介責任者講習会の対象者は次のaとbのとおりとする。

なお、受講者数は１団体５０人を見込み計画すること。

a 新たに建設業務有料職業紹介事業を行おうとする者により職業紹介責任者として選任されることが予定されている者等。

b 既に許可を受けて建設業務有料職業紹介事業を営む者により職業紹介責任者として選任されることが予定されている者及び職業紹介責任者に選任されている者等。
② 雇用管理責任者講習
雇用管理責任者講習の対象者は次のaとbのとおりとする。

なお、受講者数は１団体５０人を見込み計画すること。

a 新たに建設業務労働者就業機会確保事業を行おうとする者により雇用管理責任者として選任されることが予定されている者等

b 既に許可を受けて建設労働者雇用改善法に規定する送出事業主となっている者により雇用管理責任者として選任されることが予定されている者及び雇用管理責任者に選任されている者等。
（ｴ） 講習内容
講習会の内容については、それぞれ別紙２「職業紹介責任者講習会カリキュラム」及び別紙３「雇用管理責任者講習カリキュラム」を基にすること。
オ　建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業に係る相談・援助業務
（ｱ）建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業の実施を新たに検討している事業主・団体又は既に許可を得ている事業主・団体から両制度に係る説明希望等の相談があった場合には、適宜訪問等を行うことにより相談・援助を実施すること。
なお、両制度については、近年、建設技能労働者の人材不足が続くなかで、職業安定法及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（以下「労働者派遣法」という。）により有料職業紹介及び労働者派遣が禁止されている建設技能労働者の需給調整を代替する制度と誤解し、安易な活用を考える相談が増加している。しかし、建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業は、同一の建設事業主団体において構成員企業の建設技能労働者の雇用維持を目的に、他の雇用管理改善等の取組と合わせて実施する事業であり、単に建設技能労働者の需給調整を目的とした制度利用は認められないことに十分留意して説明を行うこと。
 (ｲ) 相談内容に疑義がある場合は速やかに建設・港湾対策室に照会を行うものとし、毎月の相談記録について相談実施報告書（別紙４）により翌月１０日（１０日が土日祝日の場合は次の開庁日とする）までに建設・港湾対策室に報告すること。
なお、平成３１年３月分の報告は平成３１年３月２９日までに行うこと。

カ　講師、会場、テキストその他
（ｱ）講師

講師については次の①から③を踏まえて手配するものとし、事前に建設・港湾対策室に候補者を提示し、協議の上で決定する。
なお、下記クの受講者アンケートの調査結果において、わかりにくい等の回答が概ね半数以上を占める場合等については、次回以降の研修・講習の講師を変更するものとする。

① 雇用管理研修（基礎講習）
労働法規、建設業の現状に基づく雇用管理に精通する者（大学教授、社会保険労務士、企業の中で長く労務管理の経験を有する者等）を手配するものとし、講師はそれぞれ複数であっても差し支えないものとする。
② 雇用管理研修（コミュニケーションスキル等向上コース）
企業におけるコミュニケーション向上やモチベーション向上のための研修会等において講師を務めた経験を有する者を手配するものとし、講師はそれぞれ複数であっても差し支えないものとする。
③ 職業紹介責任者講習会、雇用管理責任者講習
労働法規（特に建設労働者雇用改善法のほか職業安定法と労働者派遣法）及び建設業の現状に基づく雇用管理に精通する者（大学教授、社会保険労務士など）を手配するものとし、講師はそれぞれ複数であっても差し支えないものとする。
（ｲ） 受付事務、司会進行等
会場での受付、司会進行及び修了の確認は、受託者の職員を派遣して行うものとする。研修等の開始時に本事業の趣旨及び雇用管理責任者等の役割について十分に説明を行うこと。

　　　 (ｳ)　会場の設備等
研修及び講習会の会場は、上記アの実施計画に沿って適切な場所を確保すること。また、会場においては次の条件を満たすようにすること。
① 受講予定者数が収容できる会場であること。
② 交通の利便性が良い施設を検討すること。
③ マイク、黒板、プロジェクター等の必要な設備が確保されている　　こと。
④ 冷暖房設備が完備されていること。
⑤ 都心部又は幹線道路のそばにある施設については、防音のための設備が整っていること。
⑥ 研修開始の少なくとも１５分前までには入室できる施設であること。
⑦ 暴力団関係施設、特定の宗教団体、政治団体が管理・所有する施設及びその他公的性格を有する本研修及び講習会を円滑に実施するにあたって支障となる事項がある施設ではないこと。
（ｴ）テキスト、教材
研修・講習で使用するテキスト、教材については、別紙１から３までのカリキュラム及び上記ウ（ｲ）③などを踏まえ、受託者独自に作成する要点をまとめたレジュメ・テキストのほか、建設の雇用管理全般の内容を網羅した既存の出版物の活用が想定されるが、レジュメ・テキストについては遅くとも初回開催の１ヶ月前に建設・港湾対策室に提示し、協議の上、決定すること。その他厚生労働省が提供する資料を印刷し使用すること（資料は約３０頁程度を想定。）。
（ｵ）修了証書の発行

雇用管理研修・職業紹介責任者講習会・雇用管理責任者講習の修了者に対しては、修了証書（別紙５、６）又は受講証明書（別紙７、別紙８）を発行すること。また、修了者が証書を紛失した際には、建設・港湾対策室に協議の上、当該修了者が過去に当該研修等を受講したことが確認できる場合、再発行を行うこと。
なお、修了証書には通し番号を記載する。
キ　受講者管理の実施

修了書の再発行に際し、当該修了者の受講を証明するため、受講者の氏名、住所、事業所名、受講日、受講会場を記録し、適切に保管すること。ただし、その記録内容は「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）を遵守して厳重に管理されなければならない。
ク　アンケート調査
受講者のニーズを的確に把握し、今後の事業展開に役立てることを目的として、以下３種類のアンケート調査を行うこと。具体的なアンケート項目は契約締結後に別途協議した上で、決定するものとする。
なお、下記（ｱ）から（ｳ）については、それぞれ目標を定めるため、その水準を達成できるよう事業の効果的な実施に努めること。また、雇用管理研修の受講者が所属する企業及びその従業員に対して、本アンケートとは別のアンケート調査（以下、「別件調査（雇用管理研修）」という。）を改めて実施することを検討していることから、受講者が所属する企業に対し、別件調査（雇用管理研修）を行う予定であることの周知と当該アンケートへの協力依頼を行うこと。
（ｱ）上記ウ及びエの研修・講習の受講者全員に対して、研修・講習の内容や講師等に関する満足度等について、各研修・講習の終了時にアンケート調査を実施すること。

なお、結果については集計の上、講習会実施月の翌月１０日（平成３１年３月実施分は平成３１年３月２９日）までに建設・港湾対策室へ提出するとともに、分析を行い、次回以降の研修・講習の内容等に可能な限り反映すること。
（参考：平成２９年度目標）

研修終了時のアンケート調査で「役に立った」旨の評価を受ける割合９０％以上
（ｲ）上記ウの雇用管理研修の受講者のうち、事業開始から平成３１年１月３１日までに研修を受講した者に対し、各研修から１ヶ月後における雇用管理改善に関する取組の状況等について、アンケート調査を実施すること。
なお、結果については集計次第速やかに、建設・港湾対策室へ提出すること。
（参考：平成２９年度目標）

雇用管理研修等に参加した建設事業主のうち、当該研修等を受けて教育訓練及び労働移動、人材確保対策の推進等具体的な措置を講ずることとした事業主等の割合８５％以上
（ｳ）上記ウの雇用管理研修の受講者のうち、事業開始から平成３０年９月１４日までに研修を受講した者に対し、各研修受講日から６ヶ月経過した時点における各事業所の定着率について調査すること。
なお、結果については集計次第速やかに、建設・港湾対策室へ提出すること。
（参考：平成２９年度目標）
研修に参加した中小建設事業主の事業所における雇用管理研修参加日から６ヶ月経過した時点の労働者の定着率８９％以上
ケ　研修・講習等にかかる事業の目標値について

研修・講習等にかかる事業については、上記ウとエの研修・講習における年間の受講者数を目標値とし、合計７,０００人以上の受講者に対して実施すること。

（２）「つなぐ化」事業について

ア　「つなぐ化」事業の内容
「つなぐ化」事業とは建設業界と高等学校（工業科）等（以下「学校等」とする）の生徒・教師等がつながる機会を提供することにより、生徒側が建設業に対する理解を深め、若年者の入職を促進する事業である。
具体的な事業内容は下記（ｱ）から（ｴ）の取組であり、実施する取組の選択にあたっては、各参加者のニーズ又は受託者による提案を調整した上で決定すること。
実施にあたっては、下記（ｱ）から（ｴ）の取組を単独もしくは組み合わせて一つのコースとして実施するものとし、各コースにおける学校等数と企業等数の組み合わせについては、各参加者と調整した上で適切に対応すること。また、本事業は生徒・教師の建設業に対する理解を深めて若年者の建設業への入職を促進することを目的としているが、保護者についても建設業会及び地域の建設企業の実情や就職環境等を理解しておくことで、生徒の就職活動が円滑に進むこともあることから、コース内容に応じて保護者の参加も積極的に働きかけること。
なお、各地域における事業主団体や行政機関等の取組と連携し実施することも費用負担や業務の役割分担が明確であれば可能とする。また、事業の実施にあたっては、参加企業等は具体的な応募勧奨を行ってはならないものとする。
さらに、建設業の魅力について、効果的な周知が図られるよう、下記（ｱ）から（ｴ）の取組にあわせ、建設業の魅力を発信するＰＲ媒体（リーフレット、パンフレット、ホームページ及び漫画（小冊子程度）等をいう。以下同じ。）を作成・配布すること。

なお、ＰＲ媒体、配布先については厚生労働省と協議の上、決定すること。
（ｱ）意見交換会
生徒・教師等と地域の中小建設企業及びその団体等が一堂に会し、建設業界における就職環境等について意見交換を行う取組。
（ｲ）出前授業
地域の中小建設企業及びその団体等が学校等を訪問し、生徒・教師等に対して建設業の現状や魅力を紹介する取組。
（ｳ）現場見学会
生徒・教師等に対して地域の中小建設企業等が請け負っている工事の現場を見学させることにより、生徒・教師等が実際の就労環境等を把握できるようにする取組。
（ｴ）その他
上記（ｱ）から（ｳ）以外で、若年者の建設業に対する理解や入職促進を図るために効果的と考えられる取組。
イ　事業の対象者

「つなぐ化」事業の対象者は下記のとおりとする。
（ｱ）企業等

主としては本事業を実施する地域の中小建設企業及びその団体等を対象とするが、それ以外の建設企業及びその団体等を対象としてもよい。
（ｲ）生徒・教師等
主として高等学校（工業科）の２年生又は１年生及び当該生徒を担当する教師を対象とするが、３年生及び当該生徒を担当する教師（以下、「３年生等」とする。）を対象とする場合には、効果的な実施時期に留意すること。
なお、高等学校（工業科）以外の学校の生徒やその保護者、教育委員会等自治体関係者も対象として差し支えない。
ウ　「つなぐ化」事業の周知及び事業実施希望者の募集
「つなぐ化」事業を実施するにあっては下記（ｱ）から（ｵ）に基づき事業の周知と実施の希望者を募集すること。

（ｱ）周知・募集用ホームページ の作成
契約締結後３週間以内に本事業の内容を受託者のホームページに掲載するとともに、本事業の実施を希望する企業等と学校等が当該ホームページから実施希望の書き込みが可能となるよう、また、事業実施が決まった後に追加で学校等と企業等が参加できる事業の場合には、当該事業に係る開催日時・場所・実施内容等が決まり次第速やかに掲載し、当該ホームページから参加の書き込みが可能となるよう整備すること。
さらに、効果的な周知のため、各事業を実施するにあたっては取組事例として公開できるよう学校等と企業等と相談・調整し、公開の許可を得られた場合は当該ホームページに掲載すること。
（ｲ）周知用リーフレット等の作成・配布
効果的な周知が図られるよう、本事業の概要及び応募用連絡先等を盛り込んだリーフレット等を作成・配布すること。
なお、リーフレット等のデザイン等、配布先については厚生労働省と協議の上決定すること。また、配布にあたっては、各都道府県労働局・ハローワーク・地方整備局・都道府県などの関係行政機関にも配置を依頼すること。
（ｳ）積極的な参加を促す取組の実施
零細企業が多く、人事・採用専任の職員が少ない建設業においては、より積極的な参加を促す取組が必要であるため、各都道府県の建設事業主団体など会員に建設企業を多く抱える団体等に対して会員企業への周知と積極的な参加について協力を依頼するほか、当該団体に所属していない企業に対しては、可能な限り周知・参加勧奨に努めること。また、高等学校（工業科）に積極的に周知し、参加を促す他、高等学校（工業科）以外の学校に対しては、可能な限り周知・参加勧奨に努めること。
（ｴ）研修・講習等の周知及び受講者の募集

上記アの参加企業に対して、上記（１）ウからオの研修・講習等の概要及び研修・講習を受講することの意義等について周知の上、受講等を促すこと。
（ｵ）労働局やハローワークとの連携

労働局やハローワークが実施する人手不足産業（建設業）の企業と高等学校の情報交換連絡会議等の事業と連携し、生徒・教師等の建設業に対する理解の一層の促進を図ること。
なお、具体的な連携内容については、各労働局と協議するものとする。
エ　開催地・開催回数
全国４７都道府県において各２回程度開催すること。なお、学校等と企業等からの応募が多い場合においては、２回以上開催しても差し支えない。
オ　会場、その他
（ｱ）会場

会場は、各コースを効果的に実施するために必要な設備等が備わっており、受講予定者を収容できる適切な場所を確保すること。
（ｲ）受付事務、司会進行等
会場での受付、司会進行及び修了の確認は、受託者の職員を派遣して行うものとする。各コースの開始時に本事業の趣旨について十分に説明を行うこと。
カ　アンケート調査
参加者のニーズを的確に把握した上で「つなぐ化」事業を円滑に運用し、また、今後の事業展開に役立てることを目的として、以下３種類のアンケート調査を行うこと。具体的なアンケート項目は契約締結後に別途協議した上で決定するものとする。
なお、アンケート内容については目標を定めるため、その水準を達成できるよう事業の効果的な実施に努めること。また、学校等の参加者に対して、本アンケートとは別のアンケート調査（以下、「別件調査（「つなぐ化」事業）」という。）を改めて実施することを検討していることから、参加した学校等に対し、別件調査（「つなぐ化」事業）を行う予定であることの周知と当該アンケートへの協力依頼を行うこと。
（ｱ）本事業を効果的に実施するため、コース実施が決定次第、学校等に対して生徒・教師が知りたい情報に関するアンケートの実施を依頼し、当該情報をとりまとめること。また、アンケート結果を集計した場合は、速やかに企業等に伝達し、生徒・教師が知りたい内容について当日説明できるよう依頼すること。
（ｲ）参加した生徒に対して、事業の内容等に関する満足度、事業参加前後の建設業界への印象の変化及び就職に際し重視する内容について、また、教師等に対して、事業の内容等に関する満足度及び事業参加前後の建設業界への印象の変化について、各コースの終了時にアンケート調査を実施すること。
なお、結果については集計の上、事業実施月の翌月１０日（平成３１年３月実施分は平成３１年３月２９日）までに建設・港湾対策室へ提出するとともに、集計結果の分析を行い、各コースに参加した企業等に集計結果を提供すること。
さらに、次回以降の事業の内容等に可能な限り反映すること。
（目標例）
アンケート調査で事業参加前よりも「建設業への就職に前向きになった」「建設業への就職を選択肢に含めた」旨の評価を受ける割合９０％以上
（ｳ）参加した企業等に対し、事業の実施方法及び実施内容に関する満足度について、各コースの終了時にアンケート調査を実施すること。

なお、結果については集計の上、事業実施月の翌月１０日（平成３１年３月実施分は平成３１年３月２９日）までに建設・港湾対策室へ提出するとともに、集計結果の分析を行い、次回以降の事業の内容等に可能な限り反映すること。
キ　「つなぐ化」事業の目標値について

「つなぐ化」事業については、年間の開催回数を目標値とし、合計９４回以上開催すること。
なお、年間の開催回数については、各地域で実施した上記ア（ｱ）からア（ｴ）の回数をカウントするものとする。ただし、上記ア（ｱ）からア（ｴ）の取組を組み合わせて実施した場合は、組み合わせた取組の数をカウントするものとする。
（３）実施状況の建設・港湾対策室への定期報告及び随時報告
次に掲げる事項は、建設・港湾対策室に対し、年間４回、長くとも３ヶ月を超えない周期で定期的に報告すること。また、建設・港湾対策室が必要に応じて臨時に報告を求める場合は、誠実にこれに対応すること。

ア　事業実施状況、経費状況
イ　研修・講習別実施状況（開催日、開催地、定員、申込・受講者数）
ウ　「つなぐ化」事業実施状況（開催日、開催地、取組の種類、定員、参加学校等、参加生徒・教師等数、参加企業等数・学校等数、事業実施決定状況）
エ　その他、建設・港湾対策室が必要とする事項
５　人員体制等
（１）事業管理責任者
受託者は、本事業の各業務への適切な人員配置や事業の進捗管理など本事業が滞りなく実施されるよう事業管理責任者を少なくとも１名配置すること（専任である必要はない）。

なお、事業管理責任者は建設業界が抱える雇用管理上の課題、国土交通省や主要業界団体が提言する雇用管理改善の方向性など、建設労働者の雇用管理及びその周辺事情に関し知見と経験を有する人材であること。
（２）業務従事担当者
ア　受託者は、上記４（１）から４（２）の業務を担当する職員を配置することができる（常駐又は専任である必要はないが、事業管理責任者の管理の下、各業務が滞りなく実施できる体制を確保すること）。
なお、上記４（１）オの建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業に係る相談・援助業務要員については、職員である必要はないが、同制度を熟知した人材を確保すること。
イ　兼任の職員を配置する場合は、本事業の業務に従事した時間と、本事業以外の業務に従事した時間を明確に区別できるようにする等、適切な勤務管理を行うこと。

６　委託契約額の減額及び委託費の額の確定について
次に掲げる数に応じて、委託契約額をそれぞれ減額するものとする。また、委託費の額の確定については、経費区分ごとの委託契約額（※１）と委託事業に要した額のいずれか低い方の額によって行う。
なお、経費区分ごとに減額を行うにあたっては、下記（１）と（２）によって算出された金額を、契約書別紙２「建設労働者雇用支援事業委託費交付内訳」（以下、「交付内訳」という。）における各経費区分の委託契約額に占める割合に応じて按分し、按分した金額をその該当する経費区分から減額するものとする。
※１：下記（１）と（２）に該当し、委託契約額を減額する場合においては、当該減額をした額とする。
（１）上記４（１）ウ及び４（１）エの研修・講習における年間の受講者数が７,０００人を下回った場合
委託契約額について、交付内訳の「３事業費」に占める上記４（１）に係る事業費の割合を乗じた金額を７,０００で除した金額に、７,０００人と年間の受講者数の差を乗じた金額を経費区分ごとに按分して減額する。

（２）上記４（２）の「つなぐ化」事業における年間の開催回数が９４回（※２）を下回った場合
委託契約額について、交付内訳の「３事業費」に占める上記４（２）に係る事業費の割合を乗じた金額を９４で除した金額に、９４回と年間の開催回数の差を乗じた金額を経費区分ごとに按分して減額する。

※２：年間の開催回数のカウントについては、上記４（２）キにおけるカウント方法と同じものとする。
７　留意事項
（１）守秘義務
受託者は、契約の履行にあたり、業務上知り得た情報については、他人に漏らしたり、他に利用するための情報として提供したりしないこと。
（２）個人情報保護
受託者は、業務を行うために個人情報を取り扱う場合には、「個人情報の保護に関する法律」の規定を遵守し、個人情報に係る苦情及び法令違反と認められる事例が発生した場合又は発生するおそれがあることを知った場合は、速やかに受託者に報告するとともに、その指示に基づき、被害の拡大防止、復旧のために必要な措置を講じること。
（３）苦情処理
苦情処理責任者と苦情処理受付担当者を配置し、事前に受講者に周知すること。受け付けた苦情には迅速に対応し、その解決を図るとともに、対応状況を記録し、これを厳重に保管すること。
（４）販売・宣伝の禁止

受託者は、本事業の開催場所において、受託者の利益となりうる商品等の販売・宣伝及びこれに類する行為を行ってはならない。
（５）再委託
本事業を行うにあたって、委託内容の業務の一部を再委託する予定があるものについては、技術提案書に再委託する業務の内容、再委託する相手方企業（案）及び再委託を行う理由を記載すること。
なお、再委託については以下の点に留意すること。

ア　事業の実施にあたり、その全部について一括して再委託を行ってはならない。
イ　事業実施にあたり、その一部について再委託を行う場合には、受託者は原則としてあらかじめ再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の履行能力並びに報告徴収その他運営管理の方法について書面により申し出た上で、委託者の承認を事前に得なければならない。
なお、事業の一部であっても以下の再委託は認められない。
(ｱ) 委託業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を再委託すること。
(ｲ) 研修の内容の構成やテキスト選定、講師の手配及び「つなぐ化」事業における取組の調整・提案等、本事業の主たる部分について一括して再委託すること。
(ｳ) 委託費の契約金額に対する再委託の金額の割合が５０％を超えること。
ウ　上記（１）から（４）までについては、再委託先は受託者と同様の義務を負うものとする。
エ　再委託する場合は、その最終的な責任は受託者が負うこと。
（６）業務指導
本事業を適正かつ円滑に実施するため、必要に応じ、委託者が業務指導を実施する。当該指導により改善指導がされた場合、受託者は速やかに改善すること。
なお、改善にあたって経費を要する場合は、受託者の負担とする。
（７）契約の解除

上記（１)、(２)、(４)、(５)に反する行為があった場合、委託契約を解除することがある。
（８）業務の引継ぎ

本事業に関する契約終了後、他に業務の引継ぎを行う必要が生じた場合には、利用者の利便性を損なわないよう必要な措置を講じ、円滑な引き継ぎに努めること。
８　その他の本事業を行うにあたり必要とされる事項
（１）当該事業実施に際して必要となる事務室借料、光熱水料、電話料、事務　　用什器・機器借料、租税公課等の経費として一般管理費を計上することは差し支えないこと。
なお、一般管理費の算出にあたって、社内規程等で一般管理費の算出基準を有している場合は、当該規定等に基づいて算出することができる。ただし、社内規程の有無に関わらず、事業費全体に対して一定の率（以下、「一般管理費率」とする。）を乗じて一般管理費を算出する場合は、１０％もしくは、以下の計算式によって算出された率のいずれか低い率を一般管理費率とすること。
一般管理費率＝（「販売費及び一般管理費」－「販売費」）÷「売上原価」×１００
（２）国の委託を受けて実施する事業であることを踏まえ、必要に応じて国、国の関係機関、都道府県等地方公共団体等と十分な連携を図ること。
（３）本事業実施によって得られる全てに係る著作権、その他の諸権利は厚生労働省に帰属するものとすること。
（４）その他、仕様書に記載のない事項については、受託者と厚生労働省との間で別途協議すること。
９　参考資料

本事業の過去３年の研修開催実績等を別添１に記載するので、本事業を受けるにあたり、適宜参考にされたい。
別紙１　雇用管理研修（基礎講習）カリキュラム
	テーマ
	主な内容

	１ 雇用管理総論Ａ
（必須項目）

２０分以上
	1 建設業の現況と特徴　② 建設労働の実態と問題点　③ 建設労働
統計の種類とその見方

	２ 雇用管理総論Ｂ
(必須項目)

２０分以上
	①建設労働者雇用改善法の制定趣旨　②建設労働者雇用改善法の内容　③第９次建設雇用改善計画(平成28年度から32年度)の概要　④雇用管理責任者の職務　⑤雇用管理の体制づくり　⑥建設労働関係法令の体系とその概要（補足）形式的に個人事業主であっても実態が雇用労働者である場合には労働関係法令の適用があることについて、周知・啓発を行うこと。

	３ 建設雇用改善施策の説明

（必須項目）

２０分以上
	1 雇用管理改善のメリット ②　厚生労働省が実施している各種施策
説明（建設事業主等に対する助成金）、建設労働者緊急育成支援事業　等）

	４　社会保険
（必須項目）
２０分以上
	①労働者性の判断基準　②社会保険の意義とその概要　③健康保険の概要と事務手続　④厚生年金保険の概要と事務手続　⑤建設国保の概要と事務手続　⑥雇用保険の概要と事務手続　⑦労働者災害補償保険の概要と事務手続　⑧社会保険とその他の保険制度　

	５　募集・採用・配置
（選択項目）
	1 関係法令の概要　②募集における問題点　③正しい募集と手続き④
採用条件の提示　⑤採用計画の作成　⑥雇入基準の作成　⑦配置基準の確立　⑧定着指導

	６　教育訓練
（選択項目）
	1 職業訓練の意義とその概要　②事業内訓練の概要(単独訓練・共同訓
練)　③職場の教育のあり方　④技能検定制度の概要　⑤各種公的資格制度　⑥社内における技能評価　⑦訓練に関する各種補助金・助成金の活用

	７　雇用契約
　　就業規則
（選択項目）
	1 労働契約の意義とその内容　②労働条件の明示　③雇入通知書の作
成　④労働者名簿の作成及び保管　⑤就業規則の意義及び法令と就業規則の関係　⑥就業規則の内容及び作成　⑦就業規則の届出

	８　賃金管理
（必須項目）
２０分以上
	1 賃金制度の概要　②賃金のきめ方(定額給と出来高給、基本給と各種
手当)　③賃金水準　④最低賃金、請負制と補償給　⑤賃金の支払の確保　⑥法定控除、協定控除　⑦賃金台帳の作り方　⑧出来高、時間外手当、平均賃金などの計算方法

	９　労働時間管理

（選択項目）
	1 労働時間と休憩時間　②就労時間制限　③休日(日曜休日、法定外休
日)　④代休及び振替日　⑤休暇制度(年次有給休暇、特別休暇)　⑥女性及び年少労働者の労働時間管理

	10　安全管理
　　健康管理
（選択項目）
	1 関係法令の概要　②労働災害と安全管理　③各種安全教育の概要④
災害発生時の措置と手続　④各種健康診断の意義とその概要　⑤健康診断の結果に対する措置　⑥成人病対策　⑦精神衛生管理　⑧ＫＹＴ(危険予知訓練)

	11　福利厚生
（選択項目）
	1 福利厚生の意義とその概要　②寄宿舎規則の作成及び届出　③作業
員宿舎の管理運営　④勤労者財政形成促進制度　⑤各種建設雇用改善助成金等の活用　⑥レクリエーションのとり入れ方　⑦企業内退職金制度の概要　⑧中小企業退職金制度、建設業退職金共済制度の概要

	12　下請構造
（選択項目）
	1 請負契約の意義　②請負契約と下請構造　③下請管理、下請との関
係　③建設産業における生産システム合理化指針

	13　人間関係管理
（選択項目）
	①労働組合　②労使協議　③苦情処理　④提案制度　⑤職場の人間関係　⑥若年労働者の生活指導　⑦中高年齢者　⑧季節出稼労働者


※研修時間は、６時間以上とする。
※必須項目については上記の時間、内容に沿って実施し、その他についても選択項目から

３テーマ以上実施すること。




































































































※「１　雇用管理総論Ａ」、「１　雇用管理総論Ｂ」及び「３　建設雇用改善施策の説明」については受託者が使用する資料の他、建設・港湾対策室が別途提供する資料についても活用すること。
別紙２　職業紹介責任者講習会カリキュラム
①　職業紹介責任者講習会を初めて受講する者を対象とする場合
	講義課目
	時間
	講義内容

	１　建設業務有料職業紹介事業制度の概要について
	１時間
	①　建設業務労働者需給調整システムについて（制度の趣旨・目的を含む）
②　建設業務有料職業紹介事業の位置づけについて
③　建設業務有料職業紹介事業制度の最近の動向について

	２　労働基準法について
	１時間
	①　労働基準法について（労働契約、賃金、労働時間等、妊産婦等、災害補償、その他必要な事項）
②　最低賃金、労災補償について

	３　建設業務有料職業紹介事業の運営の状況及び職業紹介責任者の職務遂行上の留意点について
　(1)事業運営について
(2)職務遂行上の留意点について

	１時間
	①　取扱職種及び許可基準について
②　建設業務有料職業紹介事業の手数料について
③　許可・届出等の手続きについて
④　業務の運営に関する規程について
⑤　その他の手続等

	
	２時間
	①　職業紹介サービスのあり方について
②　紹介あっせんの方法について
③　苦情処理の対応について
④　その他の事業運営に関する事について
⑤　個人情報の保護について

	４　職業安定法及び関係  法令について
	１時間
	①　指針（平成11年労働省告示第141号）について
②　雇用対策法・年齢制限緩和の努力義務について
③　男女雇用機会均等法等に関することについて

	５　建設業務有料職業紹介事業関係一般的事項について
	２時間
	社会経済情勢一般、関係法令の動向等建設業務有料職業紹介事業に必要な事項をテーマとして行うこと。


(注)　５は選択したテーマを表題として行うこと。
②　既に①の職業紹介責任者講習会を受講し、職業紹介責任者としての職務経験のある者を対象とする場合

	講義課目
	時間
	講義内容

	１　建設業務有料職業紹介事業に関する一般的事項について
	１．５時間
	①　職業安定法をめぐる最近の動向
②　雇用失業の動向及び雇用政策の方向
③　関係法令の最近の改正
④　その他職業紹介責任者として必要な事項

	２　建設業務有料職業紹介事業運営の状況及び職業紹介責任者の職務遂行上の問題点
	１時間
	①　最近の民営職業紹介事業の運営状況
②　最近の指導監督における事業運営上の問題点
③　職業紹介責任者の職務遂行上の留意点
④　指針（平成１１年労働省告示第１４１号）について

	３　建設業務有料職業紹介事業の運営及び職業紹介責任者の職務遂行上の問題点について 
	１．５時間
	具体的な問題及びその対処方法について、参加の職業紹介責任者からの事例紹介及び参加者間のディスカッション等、事務局からのコメント


別紙３　雇用管理責任者講習カリキュラム
①　雇用管理責任者講習を初めて受講する者を対象とする場合
	講義課目
	講義

時間
	講義内容

	１　建設労働者の雇用の改善等に関する法律（読替え後の労働者派遣法を含む。）

	２時間
	①　制度の意義、目的
②　適用業務
③　許可要件、更新要件等
④　変更の届出、事業の廃止、名義貸しの禁止等
⑤　建設業務労働者就業機会確保契約
⑥　送出事業主の講ずべき措置等
⑦　受入事業主の講ずべき措置等
⑧　指導、助言及び勧告等
⑨　罰則

	２　建設労働者就業機会確保事業の運営の状況及び雇用管理責任者の職務遂行上の留意点について

	２時間
	①　最近の建設業務労働者就業機会確保事業の運営状況
　・　建設業務労働者就業機会確保の実績、送出労働者数等の推移等、運営状況
②　これまでの指導監督における事業運営上の問題点
③　雇用管理責任者の職務遂行上の留意点
・苦情処理を円滑に行うために必要とする知識の付与

（労使関係法規、労働基準関係法規、派遣労働者からの苦情に対処するための心がまえ等）
　・　その他雇用管理責任者の職務に関して留意が必要な事項
④　個人情報の保護について

	３　労働基準法等の適用に関する特例等について
	１時間
	労働基準法等の適用に関する特例等


	４　建設業務労働者就業機会確保事業に関する一般的事項について

	１時間
	職業安定法関係（有料・無料職業紹介事業、労働者供給事業、労働者募集等他の労働力需給システムについて）、雇用政策の方向、男女雇用機会均等法関係、社会経済情勢一般、労働・社会保険に関する問題建設業務労働者就業機会確保事業に携わる雇用管理責任者として必要なテーマとして行うこと


②　既に①の雇用管理責任者講習を受講し、雇用管理責任者として職務経験のある者を対象とする場合

	講義課目
	講義時間
	講義内容

	１　建設業務労働者就業機会確保事業に関する一般的事項について
	１時間
	①　建設労働者の雇用の改善等に関する法律を巡る最近の動向
②　雇用政策の方向、関係法律の最近の改正、社会経済情勢一般、その他建設業務労働者就業機会確保事業に携わる雇用管理責任者として必要な事項

	２　建設業務労働者就業機会確保事業運営の状況及び雇用管理責任者の職務遂行上の留意点について
	３時間
	①　最近の建設業務労働者就業機会確保事業の運営状況
　・　建設業務労働者の就業機会確保事業の実績、送出労働者数等の推移等、最近の建設業務労働者就業機会確保事業の運営状況
②　最近の指導監督における事業運営上の問題点
③　雇用管理責任者の職務遂行上の留意点
　・苦情処理を円滑に行うために必要とする知識の付与
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修了証書
株式会社　○○
雇用　安定
　○○　年　○月　○日生
番号：************
　あなたは厚生労働省が委託実施した建設業雇用管理研修（基礎講習）を修了したことを証します。
平成○○年○月○日　○○会場
○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　　印       

修了証書
株式会社　○○
雇用　安定
　○○　年　○月　○日生
番号：************
　あなたは厚生労働省が委託実施した建設業雇用管理研修（コミュニケーションスキル等向上コース）を修了したことを証します。
平成○○年○月○日　○○会場
○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　　印       
                           （日本工業規格Ａ列４）
	
職 業 紹 介 責 任 者 講 習 会
受講証明書
　　　　　　　　　　　　殿
（番号：************）
　　　　　　年　　月　　日　　〇〇県において、職業紹介責任者講習会
　　  を受講したことを証明する。


	　　　　　　　　　　　　　　　
                                  団 体 の 長

	      印

	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	


（日本工業規格Ａ列４）
	
雇用管理責任者講習受講証明書
                     殿
（番号：************）
 住　　所
 生年月日
　　平成　　年　　月　　日、○○県において、　　　　　が主催した雇用管理責任者講習を受講したことを証明する。
                                                平成　　年　　月　　日


	                                                 ○○法人　○○協会 
                                                  会長　○○　○○
	   印

	

	


（別紙５）





（別紙６）





（別紙７）





（別紙８）
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